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はじめに

オープンサイエンスは，昨今の学術コミュニケーションの動向を語るうえで
重要な概念であり，学術コミュニティの内外で広く認識されつつある。一方で，
オープンサイエンスを平易に紹介した日本語の入門書はいまだ刊行されておら
ず，初学者がその概念の広がりや現在の論点を正確に捉えることは困難な状況
になりつつある。

一般社団法人 情報科学技術協会（Information Science and Technology Associa-

tion, Japan：INFOSTA）では，2018～2019年度にかけて連載記事「オープンサ
イエンスのいま」全24回を会誌『情報の科学と技術』に掲載し，本テーマに関
する最新の動向を会員へ提供してきた。本書はこの取り組みをもとに，各記事
ごとに最新動向のアップデートを加えた形で編纂したものである。併せて，連
載当時は時系列に起こっていた事象の構造化を試みており，読者がオープンサ
イエンスをある程度体系的に理解できるよう工夫した。執筆陣には，当時連載
を担当された４名の方々（佐藤翔氏，林豊氏，池内有為氏，尾城孝一氏）に加え，
新たに林和弘氏をお招きした。伝統的なオープンアクセスの視点を踏まえつつ
も，研究データ管理，プレプリント，次世代リポジトリといったテーマも組み
込んだ，学術コミュニケーションの変容が感じられる内容となっている。

また，本書のカバーする範囲についてもここで言及したい。本文中にも度々
言及があるとおり，オープンサイエンスは多義的に用いられる用語であり，明
確に合意された定義は2023年現在でも存在していない。そのため，この用語に
含まれる全ての取り組みを網羅することは目指さず，あくまでも当時の連載記
事をベースに論点を示す編集方針を立てている。結果として，シチズンサイエ
ンスなどいくつかの重要なトピックは外さざるを得なかった。一方で，これら
のトピックを取り込むための仕掛けとして，本書は電子媒体でも同時に記事を
提供していく。今後新たなトピックを含む記事が執筆された場合，電子媒体の
一部として編纂され，適宜のタイミングで冊子としても改訂版を出していくよ
うな運用を考えている。なお，この運用を見越した対応の一環として，本書の
用語集については柔軟な差し替えが可能なウェブ上でのみ公開する方針とした。
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用語集へのリンクは奥付ページに記しているので，適宜参照されたい。このよ
うな電子出版のモデルは，日本における参照できる実践例がまだまだ少ないた
め，手探りで進めていくことになろうが，読者の皆さまのご理解，ご支援を賜
れれば有り難い限りである。

最後に，本企画に対して親身に相談に乗っていただいた小野寺夏生氏（科学

技術・学術政策研究所），及び挑戦的な要素を含む企画にご尽力いただいた大塚
栄一氏，石村早紀氏（樹村房）に心から御礼申し上げたい。

　2023年５月31日
� 編者　南山 泰之
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１章
オープンアクセスからみた

オープンサイエンスと本書の位置付け

インターネットを中心とする情報通信技術（ICT）は，1990年代に入ってウ
ェブの発明とともにアカデミアに大きな影響を与え，まず学術ジャーナルの電
子化を推し進めた。そして，2000年代になって社会にも浸透し始めて Google
などの企業が立ち上がり，2010年代には深層学習に象徴される AI のさらなる
進化とともに社会の情報基盤を大きく変革させる流れとなった。そして，2020
年代に入って COVID-19の影響も受けて，データ駆動型の社会への変化を加
速させている。オープンサイエンスはこの社会変革とともに，科学を中心とし
た知識をより社会に開き，科学を変え，産業を含む社会を変え，科学と社会の
関係も変えるものとして注目され主に政策面で発展してきた概念である。

オープンサイエンスは包括的な概念でありその定義もさまざまである。また，
主に科学のプロセスをオープンにして研究のスタイルや評価そのものを変える
立場から，研究成果を幅広く共有して産業を発展させ，社会をより良くする立
場に広がっている。例えば，2021年に公表された，ユネスコのオープンサイエ
ンス勧告においては，より包括的に“オープンサイエンスとは，多言語の科学
知識を誰もがオープンに利用でき，アクセスでき，再利用できるようにするこ
と，科学と社会の利益のために科学的な協力や情報の共有を増やすこと，科学
知識の創造，評価，伝達のプロセスを従来の科学コミュニティを超えて社会の
アクターに開放することを目的とした，さまざまな運動や実践を組み合わせた
包括的な概念”としている。

このように社会変革までを織り込んだ包括的な概念であるオープンサイエン
スを総じて論ずるのは大変困難であるが，本書で着目する図書館情報学の観点
からみると，学術論文のオープンアクセス（OA）を起点とした三つの視点が
あるといえる。まず歴史的にも最も重要な視点は，1990年代に始まる研究成果
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としての学術論文の共有・公開手段が，電子化によって，よりオープンになり
2000年代にオープンアクセス運動として広まったことである。この学術論文の
オープン化は出版者のビジネスモデルを変え，図書館も機関リポジトリを持つ
などして，両者の関係性に大きな変化をもたらした。二つ目は，2010年代より，
論文も含む研究成果の影響度に関して議論が活発化し，科学インパクトの計量
が進展し，されに社会インパクトの計量と価値付けの議論も深まるなどして，
その影響も多様に論じられるようになった点である。三つ目は，2010年代後半
から2020年代に本格化し始めた，研究成果そのものが学術論文やモノグラフの
紙由来のメディアから研究データ他デジタルネイティブなメディアに拡張され
多層化し始めた点である。

これらオープンアクセスに始まる三つを軸足に，学術研究活動や研究者の変

Open Access to Open Data and Open Science
Overview example

Open Access Open Science

Open Data
(Open gov.)

Open Research Data

Creative Commons

Open Source

2000’s 2010’s

Science 2.0+

Citizen Science

Self Archiving

Science Commons

Institutional Repository Full OA (mega) journal

Article Research Outputs

Database, Repository

Research ActivityAccess ReUse

Data Sharing

Data journal

Open Innovation

Improve,
Incremental

Redesign,
Disruptive?

(Scholarly activity)

(Common activity)

Code for X

１―１図　オープンアクセスからオープンサイエンスへ＊1

＊ １ ：Hayashi, Kazuhiro. “An overview example of Open Access to Open Science”. 
figshare. 2016-10-12. https://doi.org/10.6084/m9.figshare.4007754.v1, （ac-
cessed 2022-08-01）.
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化，あるいは，社会への影響を論じることで，一定の議論の土台のもとで，学
術情報流通のあり方を再構築しオープンサイエンスを紐解くことが可能となる。
これらの潮流を一言で述べれば，オープンアクセスからオープンサイエンスに
議論が広がることで，学術論文のオープン化から研究データを中心とした研究
成果のオープン化に拡張し，成果へのアクセスから再利用に拡張し，学術情報
流通の変化から学術研究活動そのものの変化に拡張し，出版者 ― 図書館間の問
題から研究データ共有に取り組んできたこれまでの研究者の流れや産業・市民
を含む社会のアクターをも包摂した問題に拡張したといえる（１-１図参照）。

このオープンサイエンスの潮流は新たな課題を顕在化させてもいる。論文の
オープンアクセス化の進展は論文掲載料（Article Processing Charge：APC）と
粗悪（Predatory）ジャーナルの問題を生み出した。また，知識のオープン化は，
研究者間のコミュニケーションを促し研究の加速をもたらすだけでなく，広く
市民を含む科学リテラシーを向上させる可能性を持つが，知識の正しさをどの
ように担保するかが改めて問題となっている。これは COVID-19によって，
査読なしで共有されるプレプリントをどう取り扱うか，あるいは，フェイク情
報にどのように対処するかといった形で具体的に私たちに問われることとなり，
対照的に学術論文の査読の課題が浮き彫りとなり，その意義が再考されてもい
る。研究データに関しても，新たな研究成果メディアとしてその質の保証や，
データ提供者へのインセンティブづくり，あるいは，研究データ流通基盤整備
をどのように構築するかが課題となっている。

本書は，以上で紹介した包括的な概念でありかつ最終的には科学や社会その
ものを変革させることを念頭に置くオープンサイエンスについて，研究論文の
オープンアクセス，研究データの共有，学術コミュニケーションの変化に注目
してこれまでの取り組みを俯瞰し，現状での体系化を試みたものとなる。
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研究データ共有に関するボトムアップの取り組み：
研究データ同盟（RDA）と研究データ利活用協議会（RDUF）

研究データ共有は，ヒトゲノム計画のような世界規模の取り決めや研究助成機関
によるデータマネジメントプランの義務化といった，トップダウンの政策によって
推進されてきた。しかし，研究データを分野や地域を超えて共有するためには乗り
越えるべき技術的な課題，及び規範や慣習といった社会的・文化的な課題があり，
研究活動に関わるステークホルダーが集まって合意形成を行う場が必要となる。国
際的には2013年に研究データ同盟（Research Data Alliance：RDA）1が，日本にお
いては2016年に研究データ利活用協議会（Research Data Utilization Forum：
RDUF）2が設立され，さまざまな課題の解決を目指してボトムアップの活動を行っ
ている。RDA や RDUF には，研究者，図書館員，学術出版社，情報技術者，政府
関係者など多様なステークホルダーが参加して，課題ごとにグループを作り，情報
を共有し，ガイドラインやツールなどの成果物を公開している。本コラムでは，
RDA と RDUF の活動について2023年５月現在の情報に基づいて紹介したい。

RDA には，個人会員が13,528名，組織・団体会員が71機関参加しており，Work-
ing Groups（WG），Interest Groups（IG），Communities of Practice（CoP）を通
じて活動を行っている。現在活動中の WG は「メタデータ標準カタログ」や「健
康分野のブロックチェーンアプリケーション」など48のテーマで設置されており，
18か月の期限内にツールやポリシーなどを開発する。IG は，「研究データの取り扱
いに関する教育・研修」や「研究データのためのリポジトリプラットフォーム」な
ど63のテーマで設置されており，期限を定めずに課題の解決を図る。CoP は2020年
12月に新たに導入された制度で，一つ以上の WG や IG に関連した特定の分野や研
究領域における知識や技術を調査，議論，提供する専門家集団である。これらの活
動を通じた成果物は，RDA のウェブサイトやデータリポジトリの Zenodo で公開
されている。

RDA の基本方針は，（１）誰もが参加できる公開性とプロセスや成果物の透明性，
（２）コンセンサスに基づく意思決定，（３）会員やステークホルダーによるコミュ
ニティの包括性，（４）データ標準やポリシー，技術，コミュニティ間の調和をは
かること，（５）ボランティアベースでコミュニティ主導の組織であること，（６）
非営利かつ技術的に中立であることとされている。通常の活動は WG や IG ごとに
メーリングリストやオンライン会議で進められており，年に２回の全体総会（Ple-
nary）で報告や議論が行われる3。本連載では，2019年の秋にフィンランドで行わ
れた全体総会の様子を報告したので，関心をお持ちの方はご一読いただければと思
う4。

▶コラム１
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RDUF には，個人会員が154名，機関会員が７機関参加しており，小委員会と部
会をベースに活動を行っている。現在活動中の小委員会は「人文学・社会科学のデ
ータ共有における課題検討」と「研究データへの DOI 登録促進」であり，テーマ
に関心をもつ会員が集まって，12か月でテーマに関する成果物を公開する。小委員
会で得られた知見に基づき長期的な活動を行う部会は，現在「データ共有・公開制
度検討部会」と「ジャパンデータリポジトリネットワーク推進部会（JDARN）」が
設置されている。なお，成果物は RDUF のウェブサイトで公開されている。

RDUF 全体の活動方針として，令和５年度は（１）さまざまな知見やユースケー
スを共有し，関係者間のネットワークを構築・強化するための場をつくる，（２）
参加機関の現場の抱える関心事などについて検討し，その結果を「研究データ利活
用協議会」の成果物（ガイドライン，ノウハウ集，事例集など）としてまとめるこ
とを目指す，（３）普及・広報活動を強化し，「研究データ利活用協議会」のプレゼ
ンス向上を図るという３点が掲げられている5。シンポジウムなどの公開イベント
を開催したり，Japan Open Science Summit （JOSS）に参加することによって，デ
ータに関するコミュニティの醸成に寄与している。研究データ共有に関心を持つ方
はもちろんのこと，「データ共有業務を担当することになってしまった……」とい
う方にも参加を薦めたい。

� （池内有為）

引用・参考文献
１：RDA. https://www.rd-alliance.org/, （accessed 2023-05-07）.
２：RDUF. https://japanlinkcenter.org/rduf/index.html, （accessed 2023-05-07）.
３：Berman, Francine. “The Research Data Alliance: The First Five Years”. The Re-

search Data Alliance. 2019. 20p. https://www.rd-alliance.org/sites/default/files/
attachment/RDA％20RETROSPECTIVE％20FINAL％20-％20HDSR.pdf, （ac-
cessed 2023-01-20）.

４：池内有為．連載，オープンサイエンスのいま：研究データ同盟（Research Data Al-
liance）第14回総会：データが社会を変える．情報の科学と技術．2019，vol.69，
no.12，p.610-612．https://doi.org/10.18919/jkg.69.12_610，（参照 2022-08-01）．

５：「研究データ利活用協議会」令和5年度の活動方針．研究データ利活用協議会，2023，
p.1．https://japanlinkcenter.org/rduf/doc/rduf_plan_FY2023.pdf，（参照 2023-05-
07）．
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２章
オープンアクセス

オープンアクセス（OA）の辞書的な定義としては，査読付きの学術雑誌論
文等について，「インターネットにアクセスできることそれ自体を除く経済的，
法的，技術的な障壁なく文献を利用できるようにすること」となる。主な実現
手段としては著者が機関リポジトリ・主題リポジトリ等で論文を公開する方法

（グリーン OA）と，利用者に料金を課さず，著者から徴収する料金（Article 

Processing Charge：APC）等で運営される OA 雑誌（ゴールド OA）がある。また，
有料の雑誌に掲載された論文について，著者が追加料金を払うと OA にでき
るハイブリッド OA という手法もある。

2. 1　実現モデル

2. 1. 1　オープンアクセスメガジャーナルの興隆，と，停滞

2. 1. 1. 1　オープンアクセスメガジャーナルの興隆
「OA メガジャーナル」という語を作ったのは PLOS ONE の担当者（当時）

だった Peter Binfield である。PLOS ONE の詳細は別稿に譲るが1，2006年に
PLOS が創刊した PLOS ONE は，査読を簡略化し，手法と結果の解釈が科学
的に妥当なら論文を掲載するという OA 雑誌である。査読が簡略化されてい
る分，掲載が早く，その割にはインパクトファクターも悪くはない，というの
が特徴であった。もう一つの特徴はどんな分野の論文でも受け付ける，その結
果としての投稿数と掲載論文数の多さで，PLOS ONE は一時，年間３万本以
上論文を掲載するお化け雑誌となった。そんな隆盛の最中にあった時に Bin-
field が同誌のモデルに名前を付けたのが「OA メガジャーナル」で，日本では
同氏を招いた SPARC Japan セミナーの前後からよく知られるようになった。
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セミナーの中で Binfield は「今後５年以内に（2016年までに），こうしたメガジ
ャーナルの興隆により，全論文の50％がおおむね OA で発表される」と大胆
な予想を披露している2。PLOS ONE を真似した「クローン」雑誌も続々登場
し，これは時代が来る，と思わせるものがあった。

2. 1. 1. 2　オープンアクセスメガジャーナルの停滞　
それから７年。数あった PLOS ONE クローンの中では Springer Nature の

雑誌 Scientific Reports が大成功を収めた。大成功を収めすぎて，PLOS ONE
が食われた，というのが最近の状況である。予兆は2014年頃から既に出ていた
が，PLOS ONE の論文数が2013年をピークに減少の一途をたどった一方で，
Scientific Reports の論文数は伸び続け，2017年，ついに逆転に至った（２-１

図）。投稿数の減少にシステム改修等の設備投資も重なったことで，PLOS 自
体の財政も2016年から再び赤字に転落した3。Binfield の予想的には，2016年
と言えば OA メガジャーナル大隆盛の時代のはずだったのに……。

PLOS ONE が落ちぶれても他の雑誌が伸びて，全体としては OA メガジャ
ーナルの時代が来た，ということにもならなかった。２-１図の PLOS ONE
と Scientific Reports の掲載論文数を足しても，2017年時点で約44,000本。Sco-

＊ １：データの出典はScopus。
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２―１図　PLOS ONE・Scientific Reports の掲載論文数の推移＊１
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おわりに

１章の結びにもあるとおり，本書は科学や社会の変革を念頭に置くオープン
サイエンスをテーマに，研究論文のオープンアクセス，研究データのオープン
化，学術コミュニケーションの変化といった観点からこれまでの取り組みを俯
瞰したものである。この三つの観点は伝統的な図書館情報学でも多く論じられ
てきており，特に大学図書館員の読者にとっては馴染みがある論点も多かった
のではないだろうか。

一方で，近年「オープンサイエンス」の概念はさらなる広がりを見せている。
2021年に公表されたユネスコの「オープンサイエンスに関する勧告」1では，オ
ープンサイエンスを構成する要素として，１）オープン化された科学論文や研
究データ・ソースコードといった「オープンな科学的知識」，２）科学機器，
ジャーナルのプラットフォーム，リポジトリなどの「オープンサイエンスのイ
ンフラ」，３）シチズンサイエンスなどを含む「社会貢献活動に関するすべて
の人のオープンな関与」，４）文化的多様性を尊重する「他の知識体系とのオ
ープンな対話」の四つを挙げている2。これらのカテゴリは，本書の主たる読
者である実務家の興味関心に沿って建てられたものではないが，今後の展開を
考えるうえで有益な視点を含んでいる。そこで，ここでは残された論点のうち，
この四つのカテゴリに含まれるいくつかの典型的な項目について取り上げ，本
書の今後の拡張可能性について展望を述べたい。

オープンな科学的知識
このカテゴリでは，既に取り上げてきた科学論文を「科学的な出版物」とし

て，研究データを「オープンリサーチデータ」として取り扱っている。前者の
「科学的な出版物」には，従来の査読論文のみならず，単行書，研究報告書，
及び会議論文が含まれている。単行書のオープン化は論文と異なるビジネスモ
デルが必要となる点が指摘されており3，個別の論点になり得るだろう。また，
後者の「オープンリサーチデータ」にはプロトコルや分析コード，ワークフロ
ーなども含まれている。本書では狭義の「研究データ」に焦点を当てる「研究
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データ共有」を章タイトルとして採用しているが，プロトコルや分析コード，
ワークフローを含めた概念として「研究データ」を捉えるべきかどうか，重要
な論点が残されている。科学的なワークフローの再利用についても取り組みが
多く展開され始めており4，5，今後重要な論点になっていくと思われる。

また，このカテゴリには上記二つのほか，オープンソースソフトウェア，オ
ープン教育リソース（OER），及びオープンハードウェアが含まれている。そ
れぞれ，ソースコード，教育／学習／研究教材，ハードウェアの設計図／設計
仕様を対象として，オープンライセンスのもと知識の再利用を可能にすること
が謳われている。オープンアクセスとオープンデータの出自が異なることと同
様に，各コンテンツにオープンさが求められる背景は異なることが推察される。
オープンソースを除き，管見の限り日本ではあまり目立った活動が見られない
ものの，今後取り上げていく候補の一つに数えられるだろう。
オープンサイエンスのインフラ

このカテゴリでは，バーチャルか物理的な空間かを問わず，オープンサイエ
ンスを支える技術的なインフラが対象となっている。列挙されているインフラ
としては，科学機器や装置一式，ジャーナルのプラットフォーム，リポジトリ，
アーカイブ，研究情報システム，計量書誌学／科学計量学，計算・データ操作
サービス基盤，識別子など極めて多岐にわたる。一足飛びに全てをカバーして
いくことは難しいが，ジャーナルやリポジトリのプラットフォームについては，
今後も主要な論点足り得るだろう。また，デジタル環境に適合していくための
識別子の重要性については，本書出版の契機となった『情報の科学と技術』で
も別途連載がなされており6，この枠組みを拡張していく上で着目に値するだ
ろう。
社会貢献活動に関するすべての人のオープンな関与

このカテゴリでは，研究サイクルの一部を市民へ開放し，クラウドファンデ
ィング，クラウドソーシング，科学ボランティアなどの新しい形態の協力や作
業を展開することに重きが置かれている。本書では取り上げきれなかったもの
の，シチズンサイエンスのキーワードに代表される各種の取り組みは，オープ
ンサイエンスを構成する主要な要素の一つである。概論的な内容も含めて，今
後の論点拡大を考えるうえで外せないテーマの一つであろう。
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他の知識体系とのオープンな対話
このカテゴリでは，2001年のユネスコ文化多様性世界宣言に沿って，多様な

知識システムと知識生産者の多様性を認識するための対話に重きが置かれてい
る。管見の限り，このカテゴリに属する議論は国内でほとんどオープンサイエ
ンスの論点として取り上げられていない。編者の知識不足を詫びるとともに，
どのようなことが論点足り得るのか，何が現在の課題となっているのか，識者
による今後の解説を期待したい。

以上，編者の主観的な評価を交えつつ，「オープンサイエンスに関する勧告」
を参照しながら本書の今後の拡張可能性について展望した。書籍化を契機に，
より多くの読者の目に触れるだけではなく，新たな論点を開拓してくれるであ
ろう将来の執筆陣の目に留まることにも密かに期待している。オープンサイエ
ンスを取り巻くコミュニティのさらなる発展を願ってやまない。

引用・参考文献
１：UNESCO Recommendation on Open Science. https://unesdoc.unesco.org/

ark:/48223/pf0000379949.locale=en, （accessed 2023-01-20）.
２：カテゴリの日本語訳は、米川和志 . “E2485 - ユネスコ「オープンサイエンスに関す

る勧告」”．カレントアウェアネス -E，2022，https://current.ndl.go.jp/e2485　をも
とにしている。

３：天野絵里子．“動向レビュー：欧州における単行書のオープンアクセス”．https://
current.ndl.go.jp/ca1907,（参照 2023-01-20）．

４：The University of Manchester. “WorkflowHub”. https://workflowhub.eu/
５：DataCite. “Implementing FAIR Workflows Project”. https://datacite.org/fair-

workflows.html, （accessed 2023-01-20）.
６：小野寺 夏生．「情報科学技術に関する識別子」の連載に当たって．https://doi.

org/10.18919/jkg.70.5_261,（参照 2023-01-20）．
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